
    

    

    
    

 

    

    
 

 

 

 

 

 

発行日:平成21年10月20日 

さめじま社会保険労務士事務所 

11月号（第20号） 

    ◆◆◆◆対象者対象者対象者対象者・・・・事業所数事業所数事業所数事業所数がともにがともにがともにがともに減少減少減少減少    

厚生労働省が10月初めに、「休業等実

施計画届」（雇用調整助成金等の申請時

に事業所が提出する書類）の受理状況を

発表しました。 

それによれば、８月の対象者数は211

万841人となり、７月の243万2,565人と比

較して13.2％も減少しました。また、８

月の対象事業所数は７万9,922カ所とな

り、７月の８万3,031カ所から3.7％減少

しました。「雇用調整助成金」（中小企

業の場合は「中小企業緊急雇用安定助成

金」）の利用も、いくらか落ち着いてき

たようです。 

また、８月における「大量雇用変動

届」（会社都合等により30人以上が離職

した場合に提出する書類）の届出事業所

数は284事業所（７月は251事業所）、離

職者数は１万4,550人（７月は１万891

人）となっており、こちらのほうは増加

しています。 
 

    ◆◆◆◆新政権新政権新政権新政権によるによるによるによる雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策    

民主党を中心とする政権に変わり、政

府は、鳩山首相を本部長とする「緊急雇

用対策本部」を設置する方針を発表し、

新たな雇用対策も明らかになっていま

す。 

政府は、今後、当面の雇用対策を盛り

込んだ「緊急雇用創造プログラム」をま

とめる方針を示しており、主な対策とし

ては、「介護分野における雇用者数の拡

充」、「公共事業削減に伴う建設・土木

労働者の転職支援」、「生活保護の受給

促進等の貧困層対策」などが挙げられて

います。 
 

    ◆◆◆◆さらなるさらなるさらなるさらなる雇調金要件雇調金要件雇調金要件雇調金要件のののの緩和緩和緩和緩和    

また、助成金に関しては、「雇用調整

助成金」「中小企業緊急雇用安定助成

金」の支給要件を緩和する方針も示され

ています。支給の要件とされている「直

近３カ月間の売上高の減少幅」につい

て、現行よりも少ない幅で支給を認める

考えです。 

企業にとっては従来よりも使い勝手が

良くなる改正だといえます。 
 

    ◆◆◆◆今後今後今後今後のののの政策政策政策政策にににに注目注目注目注目    

８月の完全失業率は「5.5％」と過去最

悪の水準となりました。企業にとっても

労働者にとっても、まだまだ景気は上向

いてきたとはいえない状況です。今後、

「６％に達するのでは」といった懸念も

あります。 

そのような状況にならないためにも、

企業を支援する助成金の拡充を含め、ど

のような対策を政府が打ち出し、実行し

ていくのか、注目したいところです。 

    

政府政府政府政府のののの雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策とととと雇雇雇雇
用調整助成金等用調整助成金等用調整助成金等用調整助成金等のののの状状状状
況況況況    

    P1P1P1P1    

政権交代政権交代政権交代政権交代でででで再再再再びびびび動動動動きききき
出出出出 し たし たし たし た「「「「派 遣 法 改派 遣 法 改派 遣 法 改派 遣 法 改
正正正正」」」」    

    ＰＰＰＰ１１１１    

「「「「新型新型新型新型インフルエンインフルエンインフルエンインフルエン
ザザザザ」」」」とととと 休業手当休業手当休業手当休業手当・・・・有有有有
休等休等休等休等のののの関係関係関係関係    

    P2P2P2P2    

健康保険健康保険健康保険健康保険のののの財政悪化財政悪化財政悪化財政悪化

がががが深刻深刻深刻深刻なななな状況状況状況状況    

    PPPP３３３３    

 非正規雇用者 非正規雇用者 非正規雇用者 非正規雇用者のののの約約約約４４４４
割割割割がががが「「「「正社員並正社員並正社員並正社員並みみみみ」」」」
のののの仕事 仕事 仕事 仕事     

    PPPP３３３３    

生活生活生活生活をををを楽楽楽楽しむしむしむしむ人人人人はははは循循循循
環器病環器病環器病環器病にかかりにくにかかりにくにかかりにくにかかりにく
い い い い     

    P4P4P4P4    
    
    

年 内年 内年 内年 内 に もに もに もに も「「「「母 子 加母 子 加母 子 加母 子 加
算算算算」」」」復活復活復活復活へ へ へ へ     
    
    

    PPPP４４４４    
    
    
    

政府政府政府政府のののの雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策とととと雇用調整助成金等雇用調整助成金等雇用調整助成金等雇用調整助成金等のののの状況状況状況状況 

SRS News 
Sharoushi Samejima News 

政権交代政権交代政権交代政権交代でででで再再再再びびびび動動動動きききき出出出出したしたしたした「「「「派遣法改正派遣法改正派遣法改正派遣法改正」」」」 

    ◆◆◆◆抜本的抜本的抜本的抜本的なななな改正改正改正改正にににに向向向向けてけてけてけて    

労働者派遣法（以下、「派遣法」）の

改正については、自民党政権時から様々

な議論がなされてきました。 

派遣法に基づく指針が改正され、「派

遣切り」を行った企業に対して、残りの

契約期間中の休業手当相当額の支払いを

求める制度が創設されるなどしました

が、結局は労使の意見がまとまらず、抜

本的な派遣法改正には至りませんでし

た。しかし、このたび民主党が政権を獲

得したことにより、再び改正に向けた議

論が始まりました。 
 

    ◆◆◆◆民主党民主党民主党民主党マニフェストマニフェストマニフェストマニフェストのののの実現実現実現実現なるかなるかなるかなるか    

厚生労働省はこのほど、「労働政策審

議会」（厚生労働大臣の諮問機関）の分

科会を開催し、派遣法の改正に向けた

政・労・使による議論をスタートさせま

した。 

11111111月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの
手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付納付納付納付
先先先先］］］］    

    PPPP５５５５    



民主党・社民党・国民新党は、不安

定な雇用をなくすことなどを目的とし

て、「製造業派遣」「登録型派遣」

「日雇い派遣」の原則禁止などを主張

していますので、それらを実現しよう

という考えです。また、法律名を「労

働者派遣法」から「派遣労働者保護

法」に変更することも検討されていま

す。 

政府は、年内にも派遣法の改正案を

まとめるとしていますが、経営側や派

遣業界の反発は必至であり、すんなり

と改正が行われるかは微妙な状況とい

えるでしょう。 

 

    ◆◆◆◆「「「「間接雇用間接雇用間接雇用間接雇用」」」」からからからから「「「「直接雇用直接雇用直接雇用直接雇用」」」」へへへへ    

        のののの動動動動きききき    

雇用形態に関して、最近、派遣労働者

などの「間接雇用」を正社員・パート
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「「「「新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザ」」」」とととと休業手当休業手当休業手当休業手当・・・・有休等有休等有休等有休等のののの関係関係関係関係 

11月号（第20号） 

    ◆◆◆◆予断予断予断予断をををを許許許許さないさないさないさない状況状況状況状況    

新型インフルエンザについては、「こ

れからピークを迎える」との見方もあ

り、まったく予断を許さない状況にあり

ます。そんな中、厚生労働省が「新型イ

ンフルエンザに関連して労働者を休業さ

せる場合の労働基準法上の問題に関する

Ｑ＆Ａ」というものを、ホームページ

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/

kekkaku-kansenshou04/20.html）で発表し

ました。 

これは、新型インフルエンザに伴って

労働者を休業させる場合における賃金の

支払いの必要性の有無等について、同省

の見解を示したものであり、大変参考に

なります。なお、この見解は平成21年９

月時点の状況を基にしているいため、今

後の状況に応じて変更される可能性があ

るとのことです。 

 

    ◆◆◆◆５５５５つのつのつのつの「Ｑ＆Ａ」「Ｑ＆Ａ」「Ｑ＆Ａ」「Ｑ＆Ａ」    

上記ホームページでは、以下の５つの

質問に対する見解が掲載されています。

いずれのケースについても、場合分けを

して「休業手当の支払いが必要なケー

ス」「休業手当の支払いが不要なケー

ス」等が示されています。上記ホーム

ページをご確認ください。 

（１）労働者が新型インフルエンザに

感染したため休業させる場合は、

会社は労働基準法第26条に定める

休業手当を支払う必要があるか？ 

（２）労働者に発熱などの症状がある

ため休業させる場合は、会社は休

業手当を支払う必要があるか？ 

（３）労働者が感染者と近くで仕事を

していたため休業させる場合は、

会社は休業手当を支払う必要があ

るか？ 

（４）労働者の家族が感染したためそ

の労働者を休業させる場合は、会

社は休業手当を支払う必要がある

か？ 

（５）新型インフルエンザに感染して

いる疑いのある労働者について、

一律に年次有給休暇を取得したこ

ととする取扱いは、労働基準法上

問題はないか？ 病気休暇を取得

したこととする場合はどうか？ 
 

    ◆◆◆◆万全万全万全万全のののの準備準備準備準備をををを！！！！    

「新型インフルエンザ」の流行は、

企業の経営にとっては死活問題ともな

り得ます。実際に多くの社員が感染し

てしまったような場合に備え、万全の

準備を整えておくことが必要でしょ

う。 

社員・アルバイト社員などの「直接雇

用」にシフトする企業が増加傾向にある

ようです。 

求人広告の企画・発行を行っている企

業のアンケート調査（999社が回答）に

よれば、派遣労働者を雇用している企業

（147社）のうち約45％が、「１年前に

比べて派遣労働者が減った」と回答して

おり、約３分の１の企業が「今後さらに

派遣社員の比率を下げる予定」と回答し

ています。 

 今後の派遣法改正の動向にも注目しつ

つ、自社において「どのような雇用形態

を中心として企業を運営していくべき

か」を考えていかなければならない時期

に来ていると言えるでしょう。     派 遣 

インフルエンザ 
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非正規雇用者非正規雇用者非正規雇用者非正規雇用者のののの約約約約４４４４割割割割がががが「「「「正社員並正社員並正社員並正社員並みみみみ」」」」のののの仕事仕事仕事仕事  

11月号（第20号） 

◆◆◆◆年収年収年収年収「「「「300300300300万円以下万円以下万円以下万円以下」」」」がががが約約約約８８８８割割割割    

厚生労働省が「非正規雇用者」と「事

業所」を対象に、今年の７月に初めて実

施したインターネットによる実態調査に

よると、派遣労働者・契約社員・パート

社員など、いわゆる非正規雇用者の約４

割が「正社員並みの仕事をしている」こ

とが明らかになりました。 

その一方で、非正規雇用者の約８割は

「年収300万円以下」と回答しており、

企業が正社員の代替として、低賃金でこ

れらの労働者を利用していることがわか

ります。 

事業所への調査では、非正規雇用者を

雇う理由として、37.7％が「人件費を低

く抑えるため」、38.9％が「業務量の変

化に対応するため」と回答しています。 

 

◆◆◆◆非正規雇用者非正規雇用者非正規雇用者非正規雇用者のののの待遇待遇待遇待遇のののの今後今後今後今後    

民主党はマニフェストに、正規・非正

規を問わず、同じ職場で同じ仕事をして

いる人は同じ賃金を得るべきとする「同

一労働・同一賃金」の実現を掲げ、ワー

キングプアや賃金格差の問題解消に取り

組む構えです。 

同党の政策に影響力をもつ日本労働組

合総連合会（連合）でも、職務の違い

（職務の難易度、仕事に対する負担、要

求される知識や技能）、職務遂行能力の

違い、業績の違いなど、合理的な理由が

ない限り、勤務時間や契約期間が短いこ

とを理由として正規雇用者と非正規雇用

者とで労働条件に差をつけることを禁じ

た「パート・有期契約労働法」（仮称）

の早期制定を目指しています。 

 

◆◆◆◆企業企業企業企業のののの負担増負担増負担増負担増にににに直結直結直結直結    

こうした状況から、非正規雇用者の待

遇を引き上げる施策が講じられることは

必至ですが、いまだ経済情勢が混沌とし

ている中、労働条件の底上げは企業の負

担増に直結するため、使用者側としては

容易には受け入れられないものと思われ

ます。今後いかなる施策が実施されてい

くのか、要注目です。 

  

◆◆◆◆協会協会協会協会けんぽけんぽけんぽけんぽ、、、、健康保険組合健康保険組合健康保険組合健康保険組合ともにともにともにともに赤赤赤赤    

    字字字字    

健康保険を運営する各機関の財政状況

が深刻化しているようです。「協会けん

ぽ」（旧政府管掌健康保険）では、2010

年３月末決算で3,100億円の赤字になる見

通しを発表しています。この赤字幅は、

前年度に比べ約810億円も増える見込み

で、３年連続で単年度赤字となります。 

また、全国の健康保険組合（1,497組

合）でも、2008年度の経常収支は合計

3,060億円の赤字となっており、黒字を確

保した組合は３割にとどまっています。

このような状況は、2009年度には一段と

悪化すると予測されています。 

 

◆◆◆◆「「「「景気後退景気後退景気後退景気後退」」」」とととと「「「「高齢化高齢化高齢化高齢化」」」」がががが大大大大きくきくきくきく    

    影響影響影響影響    

これらの状況は、景気の悪化により従

業員の給与・賞与が減って保険料収入が

減る一方、高齢化により保険給付費が膨

らんでいることが要因となっています。 

健康保険組合では、保険料を引き上げ

る組合が今後相次ぐと予想されますが、

「協会けんぽ」の保険料を上回ると加入

しているメリットが薄れるため、解散

する組合が増えていく可能性も指摘され

ています。 

 

◆◆◆◆新政権新政権新政権新政権とととと健康保険財政健康保険財政健康保険財政健康保険財政    

一方、「協会けんぽ」では、現状で保

険料引上げによる加入者の負担増を求め

ることは厳しいと判断し、協会けんぽを

運営する全国健康保険協会は、長妻厚生

労働大臣に国費の投入の増額を正式に要

請したそうです。厚生労働省では、「協

会けんぽ」の収入全体に占める国庫補助

率を、2009年度の13％（約1兆円）から

最大20％程度まで引き上げる方針であ

り、働き手の負担増の軽減を目指してい

ます。 

しかし、民主党は政権公約で病院の診

療報酬引上げを掲げており、必要な医療

費はさらに膨らむ可能性があるため、財

政の厳しさは増すことが予想されます。

保険料が引き上げられること、医療費が

高くなることに不満をもつ前に、我々が

できること、つまり、いかに健康を維持

するかを考え、これ以上の負担増がない

ようにしたいものです。  

健康保険健康保険健康保険健康保険のののの財政悪化財政悪化財政悪化財政悪化がががが深刻深刻深刻深刻なななな状況状況状況状況    

赤 字 

非正規雇用 
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 ◆◆◆◆アクティブアクティブアクティブアクティブででででポジティブポジティブポジティブポジティブなななな男性男性男性男性はははは良良良良    

        いいいい結果結果結果結果    

厚生労働省の研究班は、「自分は生活

を楽しんでいる」と考える男性ほど、心

筋梗塞などの循環器病になったり、循環

器病が原因で死亡したりするリスクが低

くなるとする調査結果を発表しました。

この調査結果によると、こうした人はス

ポーツなどを行って健康的な生活を送っ

ていることに加え、困難な出来事にも前

向きに対処できるためにストレスを感じ

にくいなど、心理的な作用も影響してい

ると考えられるそうです。 

研究班によると、循環器疾患や癌疾患

の既往歴のない全国の40～69歳の男女８

万8,175人を対象として、約12年間の追跡

調査を行ったところ、3,523人に循環器疾

患の発症が確認されたそうです。 

 

 ◆◆◆◆循環器病循環器病循環器病循環器病とのとのとのとの関係関係関係関係はははは？？？？ 

調査開始時点で「自分の生活を楽しん

でいるか？」という問いに、高・中・低

の３段階で答えてもらい、３グループに

分けて循環器病リスクとの関連を調べた

ところ、男性では、生活を楽しんでいる

意識が高いグループに比べ、中程度のグ

ループの発症リスクは1.2倍、低いグルー

プでは1.23倍でした。病気の種類別にみ

ると、脳卒中では1.22倍、虚血性心疾患

では1.28倍でした。 

次に、循環器疾患による死亡との関係

を調べたところ、追跡期間中に全体で

1,860人の死亡が確認され、男性で楽しん

でいる意識が高いグループと比べて低い

グループのリスクは1.61倍も高く、脳卒

中については1.75倍、虚血性心疾患につ

いては1.91倍高いという結果となりまし

た。 

    

    ◆◆◆◆男性男性男性男性とととと女性女性女性女性ではではではでは異異異異なるなるなるなる結果結果結果結果    

生活を楽しんでいる意識の高いグルー

プでは、運動習慣のある人の割合が高

く、喫煙者の割合が低いなど、健康的な

生活習慣を維持している人が多い傾向が

見られました。心理的にポジティブな状

態にある人は、困難な出来事に出会って

も「なんとかできる」と前向きな考え方

ができ、ストレスとなってしまった出来

事にうまく対処できるため、心身への悪

影響につながらないのではないか、と考

えられているようです。 

ただし、今回の調査では、女性につい

てはこうした意識とリスクの関連はみら

れないようです。これは、もともと男性

よりもストレスに強いことなどが関係し

ている可能性があると考えられていま

す。「ストレスに対する対処法」や「自

覚されたストレスが心身に与える影響」

が男女間で異なることもわかっており、

男女差に関するメカニズムの解明が待た

れます。 

年内年内年内年内にもにもにもにも「「「「母子加算母子加算母子加算母子加算」」」」復活復活復活復活へへへへ  

    ◆◆◆◆生活保護生活保護生活保護生活保護のののの概要概要概要概要    

新聞報道によると、政府は今年３月末

に廃止された「生活保護」の母子加算

を、年内にも復活させる方針を固めたそ

うです。 

生活保護は、「生活扶助」、「教育扶

助」、「住宅扶助」、「医療扶助」、

「介護扶助」、「出産扶助」、「生業扶

助」および「葬祭扶助」の８つで構成さ

れており、世帯の状況に応じて必要な種

類の扶助を組み合わせて支給することに

より、健康で文化的な生活水準を維持す

るとしています。 

保護の要否の判断は、厚生労働大臣が

定める基準による最低生活費と収入を比

較して、収入が最低生活費に満たない場

合に保護が適用され、最低生活費から収

入を差し引いた差額を保護費として支

給するとされています。 
 

    ◆◆◆◆生活保護生活保護生活保護生活保護のののの現状現状現状現状はははは？？？？    

2008年度の生活保護受給世帯は、１カ

月平均114万8,766世帯で、前年度（110万

5,275世帯）に比べ約3.9％増え、過去最

多を更新したことが厚生労働省の社会福

祉行政業務報告でわかりました。受給者

数も 159 万 2,620 人と、前年 度（154 万

3,321人）比で約 3.2％増となっていま

す。 

 

 ◆◆◆◆母子加算復活母子加算復活母子加算復活母子加算復活のののの対象対象対象対象はははは全国全国全国全国でででで約約約約10101010万万万万    

        世帯世帯世帯世帯    

母子加算は、18歳以下の子がいる生活

保護受給世帯かつ一人親世帯に対して、

生活生活生活生活をををを楽楽楽楽しむしむしむしむ人人人人はははは循環器病循環器病循環器病循環器病にかかりにくいにかかりにくいにかかりにくいにかかりにくい  

健 康 

母 子 
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   社会保険労務士  鮫 島 忠 司 

さめじまさめじまさめじまさめじま社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所    

    １１１１１１１１月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付先納付先納付先納付先］］］］    

            

            【事務所より一言】 

 
  弊事務所は、この度本年８月に設立された「日本人事労務コ

ンサルタントグループ（ＬＣＧ）」に正会員として加入いたし

ました。 

 このＬＣＧは、卓越したコンサルティング技量と最新の情報

提供力を備え、人事労務という切り口から、企業とそこに集う

人々の成長に資することを目的にした、社会保険労務士とコン

サルタントの全国的な集団であります。 

 設立後、約３ヶ月で全国約３００の事務所が会員となってお

ります。 

 今後、このグループで開発したシステム、ノウハウ、情報等

をお客様に還元する予定でおりますので、ご期待下さい。 

                         （忠） 

    営業日 月曜日～金曜日（祝祭日除く） 

営業時間 午前10時～午後６時 

                
    

10101010日日日日    
○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

15151515日日日日    
○所得税の予定納税額の減額承認申請の提出［税務署］ 

30303030日日日日    
○個人事業税の納付＜第2期分＞［郵便局または銀行］ 

○所得税の予定納税額の納付＜第2期分＞［郵便局または銀行］ 

○労働保険料の納付＜延納第3期分＞［郵便局または銀行］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［社会保険事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

                                good partnergood partnergood partnergood partner    

保護費に最大約２万3,000円を上

乗せする形で支給される仕組みで

したが、2005年から段階的に削減

され、今年の３月で廃止されまし

た。これに対して民主党などは

「格差の固定化を招く」と批判し

てきました。 

母子加算復活については法改正

は必要なく、厚生労働大臣の告示

により見直し可能となっていま

す。母子加算復活の対象となるの

は全国で約10万世帯にも上り、必

要経費は年間180億円と試算され

ています。 

2009年度中に必要な金額は60億

円前後となる見込みで、財源とし

ては2009年度予算の予備費などを

充当する方向で、厚生労働省と財

務省が調整を続けており、近々合

意に達する見通しということで

す。  


